
Î 役員及び教職員の給与の明細
（単位：円、人）

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 給 付

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

役 員 常 勤 （28¶600¶814）
28¶600¶814 2

（6¶915¶000）
6¶915¶000 1

非 常 勤 （0）
1¶232¶000 3

（0）
0 0

計 （28¶600¶814）
29¶832¶814 5

（6¶915¶000）
6¶915¶000 1

教 職 員 常 勤 （1¶393¶488¶617）
1¶541¶635¶467 191

（131¶344¶695）
131¶344¶695 8

非 常 勤 （0）
55¶277¶571 85

（0）
0 0

計 （1¶393¶488¶617）
1¶596¶913¶038 276

（131¶344¶695）
131¶344¶695 8

合 計 常 勤 （1¶422¶089¶431）
1¶570¶236¶281 193

（138¶259¶695）
138¶259¶695 9

非 常 勤 （0）
56¶509¶571 88

（0）
0 0

計 （1¶422¶089¶431）
1¶626¶745¶852 281

（138¶259¶695）
138¶259¶695 9

Ĵ 開示すべきセグメント情報
（単位：円）

区 分 学 部 等 附 属 診 療 所 小 計 法 人 共 通 合 計

業 務 費 用
業 務 費 2¶536¶615¶025 183¶666¶540 2¶720¶281¶565 ` 2¶720¶281¶565

教 育 経 費 392¶966¶498 929¶784 393¶896¶282 ` 393¶896¶282

研 究 経 費 252¶180¶108 956¶965 253¶137¶073 ` 253¶137¶073

診 療 経 費 0 81¶690¶776 81¶690¶776 ` 81¶690¶776

教 育 研 究 支 援 経 費 12¶487¶645 0 12¶487¶645 ` 12¶487¶645

受 託 研 究 費 等 8¶434¶139 23¶100 8¶457¶239 ` 8¶457¶239

受 託 事 業 費 等 15¶126¶111 0 15¶126¶111 ` 15¶126¶111

人 件 費 1¶855¶420¶524 100¶065¶915 1¶955¶486¶439 ` 1¶955¶486¶439

一 般 管 理 費 194¶614¶754 923¶369 195¶538¶123 ` 195¶538¶123

財 務 費 用 1¶084¶568 427¶424 1¶511¶992 ` 1¶511¶992

雑 損 0 0 0 ` 0

小 計 2¶732¶314¶347 185¶017¶333 2¶917¶331¶680 ` 2¶917¶331¶680
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~１ 役員報酬規準の概要
学長 922¶000円
理事 654¶000円を月額として支給しております。
非常勤役員の報酬は、理事31¶000円、監事25¶000円を日額として支給しております。
その他諸手当については、「国立大学法人筑波技術大学役員給与規程」に基づき支給しており
ます。

~２ 職員給与規準の概要
職員の給与は基本給与と諸手当としております。
基本給与は一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年４月３日法律第95号）及び人事院規
則を準用し、本学職員給与規程に基づき支給しております。

~３ 役員退職手当規準の概要
独立行政法人の退職手当規程を準用し、本学役員退職手当規程に基づいております。

~４ 職員退職手当規準の概要
国家公務員退職手当法（昭和28年８月８日法律第182号）を準用し、本学職員退職手当規程

に基づき支給しております。
~５ 支給人員は、年間平均支給人員数を記載しております。ただし、退職給付については総支給
人員数を記載しております。

~６ 損益計算書人件費の計上額には、法定福利費を含んでおります。
~７ 人件費の定義は、「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等につい
て（ガイドライン）」（以下「ガイドライン」）に基づいております。常勤職員とは、ガイドライ
ン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究費等により雇
用する者を除いた職員であり、非常勤職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及
び「ガイドライン」における「派遣会社に支払う費用」以外の職員であります。

~８ （ ）は、「退職金相当額を運営費交付金で措置する対象者数について（通知）」（平成16年６
月３日付人事課長16文科人第84号）における「退職金相当額を運営費交付金で措置する必要が
ある役職員」の支給額を内数として記載しております。
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